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仙台市地域防災計画（地震・津波災害対策編）修正案 新旧対照表（抄） 

旧頁 旧 新 備考 

地震・津波

災害対策編 

P26 

第 1章 

第 10 節 

災害支援の

ために活動

する 

市民等は、行政が行う公平・中立性を中心とした救援活動とボランティアや NPO等が行う個別・多様性を中心とした救援

活動の相違や、災害支援活動を行う方に対する理解を深めます。 

また、自らの地域や、被害の大きい地域での災害支援活動へ積極的に参加します。 

【市民・企業・地域団体等】 

 

【参 考】市の取り組み 

1. 略 

2. 専門ボランティアの受入れ等 

市は、関係機関と連携し、専門ボランティアの受入れや調整、支援を行います。 

専門ボランティアの資格保有者や事前登録者で、災害ボランティア活動に参加される方は、関係機関

に設置される窓口を通して活動を行います。 

 

区 分 主 な 対 応 内 容  

（中略） 

被災建築物応急危険度判定士 

（ 都 市 整 備 部 ） 

・宮城県建築物等地震対策推進協議会を窓口としてい

ます。市は、被災建築物応急危険度判定士の派遣要請を

行います。 
 

 

市民等は、行政が行う公平・中立性を中心とした救援活動とボランティアや NPO等が行う個別・多様性を中心とした救援

活動の相違や、災害支援活動を行う方に対する理解を深めます。 

また、自らの地域や、被害の大きい地域での災害支援活動へ積極的に参加します。 

【市民・企業・地域団体等】 

 

【参 考】市の取り組み 

1. 略 

2. 専門ボランティアの受入れ等 

市は、関係機関と連携し、専門ボランティアの受入れや調整、支援を行います。 

専門ボランティアの資格保有者や事前登録者で、災害ボランティア活動に参加される方は、関係機関

に設置される窓口を通して活動を行います。 

 

区 分 主 な 対 応 内 容  

（中略） 

被災建築物応急危険度判定士 

（ 都 市 整 備 部 ） 

・都市整備部にて関係団体に対して民間判定士の協力

要請を行います。また、一部の特定の施設については、

事前に定めた方法により民間判定士が自動的に参集し、

担当する施設の判定等を行います。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仙台市から直接

要請を行うこと

を踏まえた修正 

地震・津波

災害対策編 

P37 

第 2章 

第 2節 災

害対策活動

体制 

4. 災害対策本部体制 

市長は「仙台市災害対策本部運営要綱」に基づき、仙台市災害対策本部（以下「災対本部」という。）を設置し、総合的な

災害対策を実施する。 

（中略） 

(1) ～ (5) 略 

(6) 災対本部の設置場所 

ア ～ イ 略 

ウ 局・区等の情報連絡員の派遣 

各局長及び区長は、あらかじめ係長相当職にある者のうちから 3名を指名し、派遣順位を定め、1名を災対本部事務局

に派遣するものとする。なお、事務局長は、必要に応じ部及び区災害対策本部に情報連絡員の増員を求めることができ

る。 

エ ～ オ 略 

(7) ～ (9) 略 

 

 

 

 

 

4. 災害対策本部体制 

市長は「仙台市災害対策本部運営要綱」に基づき、仙台市災害対策本部（以下「災対本部」という。）を設置し、総合的な

災害対策を実施する。 

（中略） 

(1) ～ (5) 略 

(6) 災対本部の設置場所 

ア ～ イ 略 

ウ 局・区等の情報連絡員の派遣 

各局長及び区長は、あらかじめ 3名を指名し、派遣順位を定め、1名を災対本部事務局に派遣するものとする。なお、

事務局長は、必要に応じ部及び区災害対策本部に情報連絡員の増員を求めることができる。 

エ ～ オ 略 

(7) ～ (9) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職位の削除 

 

資料１‐４ 
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地震・津波

災害対策編 

P46 

第 2章 

第 4節 避

難計画 

実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

災対本部事務局 

・避難勧告又は指示（緊急）の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に関
すること 

・避難勧告又は指示（緊急）の発令・解除及び警戒区域の設定・解除につ
いての防災関係機関への通知並びに市民への広報に関すること 

健 康 福 祉 部  ・災害時要援護者の避難支援の総括に関すること 

都 市 整 備 部  

・宅地災害に伴う避難の勧告又は指示（緊急）の発令・解除の判断に必
要な情報の収集に関すること 

・宅地災害に伴う警戒区域の設定・解除の判断に必要な情報の収集に関
すること 

消 防 部 

・避難勧告又は指示（緊急）の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に必
要な情報の収集に関すること 

・避難勧告又は指示（緊急）の発令・解除及び警戒区域の設定・解除の居
住者等への伝達に関すること 

・火災警戒区域、消防警戒区域及び水防に伴う警戒区域の設定・解除に関
すること 

区 本 部 

・避難勧告又は指示（緊急）の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に必
要な情報の収集に関すること 

・避難勧告又は指示（緊急）の発令・解除及び警戒区域の設定・解除の居
住者等への伝達に関すること 

・災害時要援護者の避難支援に関すること 

各 部 ・所管施設の保全及び利用者の保護に関すること 

宮城県警察本部 
・避難の誘導及び伝達、広報又は警察官職務執行法等に基づく措置に関 

すること 

※「警戒区域の設定」とは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して、当該区域への

立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域から退去を命ずることをいう。 

実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

災対本部事務局 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に関すること 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除についての防災関係
機関への通知並びに市民への広報に関すること 

健 康 福 祉 部  ・災害時要援護者の避難支援の総括に関すること 

都 市 整 備 部  

・宅地災害に伴う避難勧告等の発令・解除の判断に必要な情報の収集に
関すること 

・宅地災害に伴う警戒区域の設定・解除の判断に必要な情報の収集に関
すること 

消 防 部 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に必要な情報の収集
に関すること 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除の居住者等への伝達
に関すること 

・火災警戒区域、消防警戒区域及び水防に伴う警戒区域の設定・解除に関
すること 

区 本 部 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に必要な情報の収集
に関すること 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除の居住者等への伝達
に関すること 

・災害時要援護者の避難支援に関すること 

各 部 ・所管施設の保全及び利用者の保護に関すること 

宮城県警察本部 
・避難の誘導及び伝達、広報又は警察官職務執行法等に基づく措置に関 

すること 

※「警戒区域の設定」とは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して、当該区域への

立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域から退去を命ずることをいう。 

 

 

 

表現の修正 

 

地震・津波

災害対策編 

P49 

第 2章 

第 4節 避

難計画 

避難勧告等の実施 〔災対本部事務局、都市整備部、消防部、区本部〕 

(1) ～ (3) 略 

(4) 避難勧告等の解除 

市長は、災害による危険が去ったと認めるときは、避難勧告等を解除する。解除の伝達は、「（3）避難勧告等の伝達」

を準用する。 

また、避難勧告又は避難指示（緊急）を解除したときは、避難している居住者等に対し、直ちにその旨を公示する。 

(5) 略 

避難勧告等の実施 〔災対本部事務局、都市整備部、消防部、区本部〕 

(1) ～ (3) 略 

(4) 避難勧告等の解除 

市長は、災害による危険が去ったと認めるときは、避難勧告等を解除する。 

解除の伝達は、(3)の伝達手段から状況に応じて選択して実施する。  

(5) 略 

 

 

 

解除の伝達方法

の修正 

地震・津波

災害対策編 

P55 

第 2章 

津波警報等の情報収集伝達体制 〔災対本部事務局、消防部、仙台管区気象台〕 

大津波警報、津波警報、津波注意報 

（中略） 

津波警報等と共に発表する予想される津波の高さは、通常は 5段階の数値で発表する。ただし、地震の規模（マグニチ

ュード）が 8 を超えるような巨大地震に対しては津波警報等発表の時点では、その海域における最大の津波想定等をも

とに津波警報等を発表する。その場合、最初に発表する大津波警報や津波警報では、予想される津波の高さを「巨大」や

「高い」という言葉を用いて発表し、非常事態であることを伝える。予想される津波の高さを「巨大」などの言葉で発表

した場合には、その後、地震の規模が精度良く求められた時点で津波警報等を更新し、津波情報では予想される津波の高

さも数値で発表する。 

（以下略） 

津波警報等の情報収集伝達体制 〔災対本部事務局、消防部、仙台管区気象台〕 

大津波警報、津波警報、津波注意報 

（中略） 

津波警報等と共に発表する予想される津波の高さは、通常は 5段階の数値で発表する。ただし、地震の規模がマグニチ

ュード 8 を超えるような巨大地震に対しては津波警報等発表の時点では、その海域における最大の津波想定等をもとに

津波警報等を発表する。その場合、最初に発表する大津波警報や津波警報では、予想される津波の高さを「巨大」や「高

い」という言葉を用いて発表し、非常事態であることを伝える。予想される津波の高さを「巨大」などの言葉で発表した

場合には、その後、地震の規模が精度良く求められた時点で津波警報等を更新し、津波情報では予想される津波の高さも

数値で発表する。 

（以下略） 

 

 

 

 

表記の適正化 
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略 

津波予報 

気象庁は、地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合には、以下の内容を津波予報で発表する。 

《津波予報の発表基準と発表内容》 

 発表基準 発表内容 

津
波
予
報 

津波が予想されないとき 

（地震情報に含めて発表） 
津波の心配なしの旨を発表 

0.2m未満の海面変動が予想されたとき 

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 

高いところでも 0.2m 未満の海面変動のため

被害の心配はなく、特段の防災対応の必要が

ない旨を発表 

津波警報等の解除後も海面変動が継続する

とき 

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後

も継続する可能性が高いため、海に入っての

作業や釣り、海水浴などに際しては十分な留

意が必要である旨を発表 

略 

津波警報等の収集伝達 

（中略） 

〈津波警報等の伝達系統図 〉

 

注）二重線の経路は、気象業務法第 15条の 2によって、特別警報が発表された際に、通知もしくは周知の措置が義務付けられ

ている経路。 

注）二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第 8条第 1号の規定に基づく法定伝達先 

略 

津波予報 

気象庁は、地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合には、以下の内容を津波予報で発表する。 

《津波予報の発表基準と発表内容》 

 発表基準 発表内容 

津
波
予
報 

津波が予想されないとき 

（地震情報に含めて発表） 
津波の心配なしの旨を発表 

0.2m未満の海面変動が予想されたとき 

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 

高いところでも 0.2m 未満の海面変動のため

被害の心配はなく、特段の防災対応の必要が

ない旨を発表 

津波注意報の解除後も海面変動が継続する

とき 

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後

も継続する可能性が高いため、海に入っての

作業や釣り、海水浴などに際しては十分な留

意が必要である旨を発表 

略 

津波警報等の収集伝達 

（中略） 

〈津波警報等の伝達系統図 〉

 

注）二重線の経路は、気象業務法第 15条の 2によって、特別警報が発表された際に、通知もしくは周知の措置が義務付けられ

ている経路。 

注）二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第 8条第 1号の規定に基づく法定伝達先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仙台市津波情報

伝達システムの

経路の修正 

市

民 

各消防署所 

各消防団 

消防航空隊 

交番・駐在

所 

警察署 

報道機関 

仙
台
管
区
気
象
台 

ＮＴＴ東日本

宮城県 

消
防
局
警
防
本
部 

（
消
防
情
報
セ
ン
タ
ー
） 

気
象
庁 

民間気象
会社 

仙
台
市
災
害
対
策
本
部
等 

（
災
害
情
報
セ
ン
タ
ー
） 

） 

防災情報提供システム 

テレビ・ラジオ 

消防車 

消防車 

広報車 

ヘリコプター 

ヘリ・警察車両 

仙台市津波情報伝達システム 

杜の都防災 Web・杜の都防災メール 

緊急速報メール・ＳＮＳ（ツイッター） 

各 区 

消防庁 

ＮＨＫ 

東北管区 
警察局 

宮城県 
警察本部 

第二管区海
上保安本部 

東北地方 
整備局 

市

民 

各消防署所 

各消防団 

消防航空隊 

交番・駐在

所 

警察署 

報道機関 

仙
台
管
区
気
象
台 

ＮＴＴ東日本

宮城県 

消
防
局
警
防
本
部 

（
消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
） 

気
象
庁 

民間気象
会社 

仙
台
市
災
害
対
策
本
部
等 

（
災
害
情
報
セ
ン
タ
ー
） 

防災情報提供システム 

テレビ・ラジオ 

消防車 

消防車 

広報車 

ヘリコプター 

ヘリ・警察車両 

仙台市津波情報伝達システム 

杜の都防災 Web・杜の都防災メール 

緊急速報メール・ＳＮＳ（ツイッター） 

各 区 

消防庁 

ＮＨＫ 

東北管区 
警察局 

宮城県 
警察本部 

第二管区海
上保安本部 

東北地方 
整備局 
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地震・津波

災害対策編 

P67-69 

第 2章 

第 7節 

災害情報の

収集伝達計

画 

1. 災害情報の収集・伝達 

震災の初動期は、人命の救助と火災への対応、自衛隊の災害派遣要請や広域応援要請などの災害応急対策の基本的な方針を

決定する重要な時期であることから、地震・津波が発生した場合、迅速性を最優先として災害情報の収集伝達を行う。 

(1) 略 

(2) 災対本部が行う情報収集 

ア 各部及び区本部の情報収集 

（中略） 

情 報 区 分 収集する情報の内容 担 当 部 局 

消 防 情 報 

・119番通報の入電状況 
・火災発生状況及び延焼状況 
・救助、救急事案の発生状況及び対応状況 
・危険物施設等の被害状況 
・ガス漏れ等の発生状況 

消 防 部 

避 難 情 報 

・自主避難の状況 
・避難勧告、指示（緊急）の発令状況 
・避難世帯数及び避難者数 
・避難所の設置状況 

区 本 部 

医 療 救 護 情 報  
・医療機関の被害状況 
・応急救護所等の設置状況 

健康福祉部 

そ の 他 の 情 報 
・その他被害箇所と被害の程度 
・その他必要な情報等 

ブロック塀倒壊 
が け 崩 れ 

災 対 本 部 

そ の 他 所 管 部 

イ 防災関係機関からの情報収集 

災対本部事務局、各部及び区本部は、状況に応じて、防災関係機関から次の情報を収集する。 

収 集 担 当 収集する情報  収 集 先 

災 対 本 部 
事 務 局 

地震・津波の情報、津波警報・注意報等 仙 台 管 区 気 象 台 

ライフラインの被害（停電戸数、通信不通回線数）
と復旧状況 

東北電力㈱宮城支店 
N T T 東 日 本 ㈱ 宮 城
事業部 
携 帯 通 信 事 業 各 社 

鉄道施設の被害と復旧状況等 JR 東日本㈱仙台支社 

県下の被害情報 宮城県総務部危機対策課 

テレビ･ラジオ等マスコミのモニタリング 

健康福祉部 医療施設の被害と診療状況等 
仙 台 市 医 師 会 
仙 台 歯 科 医 師 会 
仙 台 市 薬 剤 師 会 

都市整備部 県管理砂防施設等の被害と復旧状況等 仙 台 土 木 事 務 所 

建 設 部 

国管理道路、橋梁の被害と復旧状況等 仙台河川国道事務所 

県管理橋梁の被害と復旧状況等 
仙 台 土 木 事 務 所 
大 河 原 土 木 事 務 所 

東北自動車道、山形自動車道、仙台東部道路、仙
台南部道路の被害と復旧状況等 

NEXCO 東日本㈱東北支社 

国管理河川の被害と復旧状況等 仙台河川国道事務所 

県管理河川の被害と復旧状況等 仙 台 土 木 事 務 所 

区 本 部 死者、行方不明者の状況及び交通規制の状況等 市 内 各 警 察 署 

 

 

1. 災害情報の収集・伝達 

震災の初動期は、人命の救助と火災への対応、自衛隊の災害派遣要請や広域応援要請などの災害応急対策の基本的な方針を

決定する重要な時期であることから、地震・津波が発生した場合、迅速性を最優先として災害情報の収集伝達を行う。 

(1) 略 

(2) 災対本部が行う情報収集 

ア 各部及び区本部の情報収集 

（中略） 

情 報 区 分 収集する情報の内容 担 当 部 局 

消 防 情 報 

・119番通報の入電状況 
・火災発生状況及び延焼状況 
・救助、救急事案の発生状況及び対応状況 
・危険物施設等の被害状況 
・ガス漏れ等の発生状況 

消 防 部 

避 難 情 報 

・自主避難の状況 
・避難勧告等の発令状況 
・避難世帯数及び避難者数 
・避難所の設置状況 

区 本 部 

医 療 救 護 情 報  
・医療機関の被害状況 
・応急救護所等の設置状況 

健康福祉部 

そ の 他 の 情 報 
・その他被害箇所と被害の程度 
・その他必要な情報等 

ブロック塀倒壊 
が け 崩 れ 

災 対 本 部 

そ の 他 所 管 部 

イ 防災関係機関からの情報収集 

災対本部事務局、各部及び区本部は、状況に応じて、防災関係機関から次の情報を収集する。 

収 集 担 当 収集する情報  収 集 先 

災 対 本 部 
事 務 局 

地震・津波の情報、津波警報・注意報等 仙 台 管 区 気 象 台 

ライフラインの被害（停電戸数、通信不通回線数）
と復旧状況 

東北電力㈱宮城支 店 
N T T 東 日 本 ㈱ 宮 城
事業部 
携 帯 通 信 事 業 各 社 

鉄道施設の被害と復旧状況等 JR 東日本㈱仙台支社 

県下の被害情報 宮城県総務部危機対策課 

テレビ･ラジオ等マスコミのモニタリング 

健康福祉部 医療施設の被害と診療状況等 
仙 台 市 医 師 会 
仙 台 歯 科 医 師 会 
仙 台 市 薬 剤 師 会 

都市整備部 県管理砂防施設等の被害と復旧状況等 仙 台 土 木 事 務 所 

建 設 部 

国管理道路、橋梁の被害と復旧状況等 
東 北 地 方 整 備 局
仙台河川国道事務 所 

県管理道路、橋梁の被害と復旧状況等 
仙 台 土 木 事 務 所 
大 河 原 土 木 事 務 所 

東北自動車道、山形自動車道、仙台東部道路、仙
台南部道路の被害と復旧状況等 

NEXCO 東日本㈱東北支社 

国管理河川の被害と復旧状況等 
東 北 地 方 整 備 局
仙台河川国道事務 所 

県管理河川の被害と復旧状況等 仙 台 土 木 事 務 所 

区 本 部 死者、行方不明者の状況及び交通規制の状況等 市 内 各 警 察 署 
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機関名の修正 

 

県管理道路の追

加 

 

機関名の修正 
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(3) 情報連絡体制 

（中略） 

〈情報伝達系統図〉 

 

 

 

 

(3) 情報連絡体制 

（中略） 

〈情報伝達系統図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防団本部及び

消防団用無線の

追加 

 

 

仙台市災害対策

本部から屋外拡

声装置・個別受信

機を通じて情報

伝達するよう修

正 
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第 2章 

第 8 節 

災害広報・

広報活動 〔災対本部事務局、まちづくり政策部、市民部、健康福祉部、文化観光部、区本部〕 

災害発生時の被害状況を踏まえ、広報の対象、手段、目的等を勘案し、適切な広報媒体を選択することにより、効果的な広

報を行う。なお、その際には、高齢者、障害者、外国人等の災害時要援護者、在宅での避難者、応急仮設住宅への避難者、所

在を把握できる広域避難者に配慮した広報を行う。 

略 

広報活動 〔災対本部事務局、まちづくり政策部、市民部、健康福祉部、文化観光部、区本部〕 

災害発生時の被害状況を踏まえ、広報の対象、手段、目的等を勘案し、適切な広報媒体を選択することにより、効果的な広

報を行う。なお、その際には、高齢者、障害者、外国人等の災害時要援護者、在宅での避難者、応急仮設住宅への避難者、所

在を把握できる広域避難者に配慮した広報を行う。 

略 

 

 

 

 

 

 

市 民 ・ 事 業 者 等  

※ ヘリテレ：「ヘリコプターテレビ電送システム」 

東北地方整備局 

河川カメラ、ヘリコプター映

仙台管区気象台 
 

消防局警防本部 

（消防指令センター） 

・仙台市津波情報伝達システム 

 

総務省消防庁 

東北電力（株） 

宮城支店 

（新仙台火力） 

NTT東日本（株） 

宮城事業部 

JR東日本（株） 

仙台支社 

NEXCO東日本

（株） 

 

宮城県警察本部 

 

陸上自衛隊 

第 22 即応機動連隊 

宮城海上保安部 

消防団 
区災害対策本部 

（区災害情報センター） 

各部 

（情報連絡室） 

 

仙台市災害対策本部 

（災害情報センター） 

 

宮城県災害対策本部 
宮城県総合防災情報システム

「MIDORI」 

 

消防署 

（署隊本部） 

高所監視カメラ、ヘリテレ（※） 

報道機関 

警察署 

映像伝送システム 

映像伝送システム 

専用回線 

防災相互通信用無線

防災行政用無線 

内線電話 

 

映像伝送システム 

防災無線 

・衛星回線 

消防 

救急無線 

消
防
ヘ
リ 

１
１
９
番
通
報 

屋
外
拡
声
装
置
・
戸
別
受
信
機 

受
令
機 

消
防
車 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
電
子
メ
ー
ル 

消
防
車 

通
報 

広
報
車 

広
報
車 

警察車両・ヘリ 

ダム放流警報設備等 

内
線
電
話 

防
災
行
政
用
無
線 

防
災
行
政
用
無
線 

内
線
電
話 

テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
・
新
聞 

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

災害情報共有システム 
（Lアラート） 

LGWAN 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等 

県
防
災
無
線
・
衛
星
回
線 

・
専
用
回
線 

専
用
回
線 

 

市 民 ・ 事 業 者 等  

※ ヘリテレ：「ヘリコプターテレビ電送システム」 

東北地方整備局 

河川カメラ、ヘリコプター映

仙台管区気象台 
 

消防局警防本部 

（消防指令センター） 

 

総務省消防庁 

東北電力（株） 

宮城支店 

（新仙台火力） 

NTT東日本（株） 

宮城事業部 

JR東日本（株） 

仙台支社 

NEXCO東日本

（株） 

 

宮城県警察本部 

 

陸上自衛隊 

第 22 即応機動連隊 

宮城海上保安部 

消防団 
区災害対策本部 

（区災害情報センター） 

各部 

（情報連絡室） 

 

仙台市災害対策本部 

（災害情報センター） 

 

宮城県災害対策本部 
宮城県総合防災情報システム

「MIDORI」 

 

消防署 
（署隊本部） 

（消防団本部） 

 

高所監視カメラ、ヘリテレ（※） 

報道機関 

警察署 

映像伝送システム 

映像伝送システム 

専用回線 

防災相互通信用無線

防災行政用無線 

内線電話 

 

映像伝送システム 

防災無線 

・衛星回線 

消防 

救急無線 

消
防
ヘ
リ 

１
１
９
番
通
報 

屋
外
拡
声
装
置
・
戸
別
受
信
機 

受
令
機 

消
防
車 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
電
子
メ
ー
ル 

消
防
車 

通
報 

広
報
車 

広
報
車 

警察車両・ヘリ 

ダム放流警報設備等 

内
線
電
話 

防
災
行
政
用
無
線 

防
災
行
政
用
無
線 

内
線
電
話 

テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
・
新
聞 

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

災害情報共有システム 
（Lアラート） 

LGWAN 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等 

県
防
災
無
線
・
衛
星
回
線 

・
専
用
回
線 

専
用
回
線 

 

消
防
団
用
無
線 
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広聴計画 広報の方法 

ア 報道機関との連携 

①略 

②報道機関に対する情報提供 

災害時は、記者会見、記者説明、資料提供等により、報道機関を通じて市民に情報を伝える必要がある。そのため、

災対本部事務局は、被害状況、避難の勧告・指示（緊急）の状況、市民及び被災者に対する注意事項等の情報提供に

努める。 

また、大規模災害時の初動期には、報道対応に混乱を来さないよう、仙台市政記者会の協力を得て、円滑な情報提

供に努める。 

各部及び区本部に関する情報提供、取材については、原則として各部及び区本部で対応する。各部及び各区本部は、

原則として事前に情報提供、取材内容を災対本部事務局に報告した上で、速やかに対応する。 

なお、外国報道機関への対応に当たっては、文化観光部の協力を得て行う。 

イ ～ エ 略 

～ (5) 略 

 

広報の方法 

ア 報道機関との連携 

①略 

②報道機関に対する情報提供 

災害時は、記者会見、記者説明、資料提供等により、報道機関を通じて市民に情報を伝える必要がある。そのため、

災対本部事務局は、被害状況、避難勧告等の状況、市民及び被災者に対する注意事項等の情報提供に努める。 

また、大規模災害時の初動期には、報道対応に混乱を来さないよう、仙台市政記者会の協力を得て、円滑な情報提

供に努める。 

各部及び区本部に関する情報提供、取材については、原則として各部及び区本部で対応する。各部及び各区本部は、

原則として事前に情報提供、取材内容を災対本部事務局に報告した上で、速やかに対応する。 

なお、外国報道機関への対応に当たっては、文化観光部の協力を得て行う。 

イ ～ エ 略 

～ (5) 略 

 

 

 

 

 

 

表現の修正 
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第 2章 

第 13節 

災害時要援

護者への対

応計画 

5. 外国人支援対策 〔文化観光部〕 

災害時に、仙台国際センターに仙台市災害多言語支援センターを設置し、同センターを運営する仙台観光国際協会と共に、

外国人の被災状況、避難状況に関する情報を収集するほか、多言語による情報提供・相談にも対応する。 

(1) ～ (3) 略 

5. 外国人支援対策 〔文化観光部〕 

災害時に、仙台多文化共生センター（仙台国際センター内）に仙台市災害多言語支援センターを設置し、同センターを運営

する仙台観光国際協会と共に、外国人の被災状況、避難状況に関する情報を収集するほか、多言語による情報提供・相談にも

対応する。 

(1) ～ (3) 略 

 

仙台多文化共生

センターへ修正 
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第 2章 

第 17 節 

二次災害の

防止 

実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

災対本部事務局 

・避難勧告又は指示(緊急)の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に関する
こと 

・避難勧告又は指示(緊急)の発令・解除及び警戒区域の設定・解除について
の防災関係機関への通知並びに市民への広報に関すること 

環 境 部 
・災害時における大気汚染の防止に関すること 
・災害時における公共用水域等の水質汚濁の防止に関すること 

経 済 部 ・農業用施設の保全及びその総括に関すること 

都 市 整 備 部  

・所管整備地区等の保全に関すること 
・宅地災害及び土砂災害の被害調査及びその集約に関すること 
・土砂災害危険区域等の安全確認に関すること 
・被災建物の応急危険度判定の総括に関すること 
(ア)被災建築物応急危険度判定士の支援要請及び受入れに関すること 
(イ)公共施設（指定避難所等に限る。）の短期的な安全性確認の支援に関す

ること 
・被災宅地の危険度判定の総括に関すること 
・被災宅地危険度判定士の支援要請及び受入れに関すること 
・宅地災害に伴う避難の勧告又は指示の発令・解除の判断に必要な情報の収
集に関すること 

・宅地災害に伴う警戒区域の設定・解除の判断に必要な情報の収集に関する
こと 

・造成宅地滑動崩落防止施設の保全に関すること 

建 設 部 ・所管施設の保全及び利用者の保護に関すること 

実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

災対本部事務局 
・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に関すること 
・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除についての防災関係機
関への通知並びに市民への広報に関すること 

環 境 部 
・災害時における大気汚染の防止に関すること 
・災害時における公共用水域等の水質汚濁の防止に関すること 

経 済 部 ・農業用施設の保全及びその総括に関すること 

都 市 整 備 部  

・所管整備地区等の保全に関すること 
・宅地災害及び土砂災害の被害調査及びその集約に関すること 
・土砂災害危険区域等の安全確認に関すること 
・被災建物の応急危険度判定の総括に関すること 
(ア)被災建築物応急危険度判定士の支援要請及び受入れに関すること 
(イ)公共施設（指定避難所等に限る。）の短期的な安全性確認の支援に関す

ること 
・被災宅地の危険度判定の総括に関すること 
・被災宅地危険度判定士の支援要請及び受入れに関すること 
・宅地災害に伴う避難勧告等の発令・解除の判断に必要な情報の収集に関す
ること 

・宅地災害に伴う警戒区域の設定・解除の判断に必要な情報の収集に関する
こと 

・造成宅地滑動崩落防止施設の保全に関すること 

建 設 部 
・所管施設の保全及び利用者の保護に関すること 
・道路、橋梁等の保全及びその総括に関すること 

 

 

表現の修正 
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・道路、橋梁等の保全及びその総括に関すること 
・街路樹等の災害防止、被害調査及び応急復旧の集約に関すること 
・公園及び緑地の保全に関すること 
・下水道の保全に関すること 
・飼育動物の保護に関すること 
・危険動物の逃走防止対策に関すること 
・所管の河川等の保全に関すること 

消 防 部 

・防火対象物、危険物施設及び高圧ガス施設並びに火薬類関係施設の応急措
置の指導に関すること 

・避難勧告又は指示(緊急)の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に必要な
情報の収集に関すること 

・避難勧告又は指示(緊急)の発令・解除及び警戒区域の設定・解除の居住者
等への伝達に関すること 

・火災警戒区域、消防警戒区域及び水防に伴う警戒区域の設定・解除に関す
ること 

区 本 部 

・道路、公園、緑地等の災害防止、被害調査及び応急復旧に関すること 
・被災建物に係る応急危険度判定及び危険建物に対する指導に関すること 
・避難勧告又は指示(緊急)の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に必要な

情報の収集に関すること 
・避難勧告又は指示(緊急)の発令・解除及び警戒区域の設定・解除の居住者
等への伝達に関すること 

 

・街路樹等の災害防止、被害調査及び応急復旧の集約に関すること 
・公園及び緑地の保全に関すること 
・下水道の保全に関すること 
・飼育動物の保護に関すること 
・危険動物の逃走防止対策に関すること 
・所管の河川等の保全に関すること 

消 防 部 

・防火対象物、危険物施設及び高圧ガス施設並びに火薬類関係施設の応急措
置の指導に関すること 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に必要な情報の収集に
関すること 

・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除の居住者等への伝達に
関すること 

・火災警戒区域、消防警戒区域及び水防に伴う警戒区域の設定・解除に関す
ること 

区 本 部 

・道路、公園、緑地等の災害防止、被害調査及び応急復旧に関すること 
・被災建物に係る応急危険度判定及び危険建物に対する指導に関すること 
・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除に必要な情報の収集に

関すること 
・避難勧告等の発令・解除及び警戒区域の設定・解除の居住者等への伝達に
関すること 
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災害支援活

動のサポー

ト 

〔健康福祉部、市民部、各部、区本部、専門ボランティア関係各部、仙台市社会福祉協議会〕 

本節では、災害時のボランティアや NPO等による支援活動が円滑に行われるために、必要な支援体制について定める。 

 

1. 実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

市 民 部 ・NGO、NPO等の活動支援に関すること 

健 康 福 祉 部 ・仙台市（区）災害ボランティアセンターとの連絡に関すること 

各 部 ・各部内の支援ニーズの把握に関すること 

区 本 部 
・区本部内の支援ニーズの把握に関すること 

・区災害ボランティアセンターとの連絡調整に関すること 

専門ボランティア 
関 係 各 部 

・専門ボランティアの要請、受入れ、調整に関すること 

仙台市社会福祉協議会 

・仙台市（区）災害ボランティアセンターに関すること 

・ボランティア関係機関等との連絡調整に関すること 

・その他ボランティア活動の推進に必要な事項に関すること 
 

〔災対本部事務局、健康福祉部、市民部、各部、区本部、専門ボランティア関係各部、仙台市社会福祉協議会〕 

本節では、災害時のボランティアや NPO等による支援活動が円滑に行われるために、必要な支援体制について定める。 

 

1. 実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

災対本部事務局 仙台市（区）災害ボランティアセンターの設置判断に関すること 

市 民 部 ・NGO、NPO等の活動支援に関すること 

健 康 福 祉 部 ・仙台市（区）災害ボランティアセンターとの連絡に関すること 

各 部 ・各部内の支援ニーズの把握に関すること 

区 本 部 
・区本部内の支援ニーズの把握に関すること 

・区災害ボランティアセンターとの連絡調整に関すること 

専門ボランティア 
関 係 各 部 

・専門ボランティアの要請、受入れ、調整に関すること 

仙台市社会福祉協議会 

・仙台市（区）災害ボランティアセンターに関すること 

・ボランティア関係機関等との連絡調整に関すること 

・その他ボランティア活動の推進に必要な事項に関すること 
 

災対本部事務局

の追加 
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災害支援活

動のサポー

ト 

3. 一般ボランティアの受入れ 〔仙台市社会福祉協議会〕 

仙台市（区）災害ボランティアセンターを公設民営で設置し、一般ボランティアの受入れを行う。仙台市（区）災害ボラン

ティアセンターでは、一般ボランティアの受入れのほか、被災者支援ニーズの総合的把握、ボランティア関連情報の受発信、

行政との調整などのコーディネートを行う。 

 

 

 

 

 

3. 一般ボランティアの受入れ 〔災対本部事務局、仙台市社会福祉協議会〕 

仙台市（区）災害ボランティアセンターを公設民営で設置し、一般ボランティアの受入れを行う。仙台市（区）災害ボラン

ティアセンターでは、一般ボランティアの受入れのほか、被災者支援ニーズの総合的把握、ボランティア関連情報の受発信、

行政との調整などのコーディネートを行う。 

 

災対本部事務局

の追加 
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災害支援活

動のサポー

ト 

4. 専門ボランティアの受入れ 〔危機管理室、健康福祉部、都市整備部、文化観光部、水道部〕 

専門ボランティアの要請、受入れ、連絡・調整等については、関係各部等で対応する。 

区 分（担当部） 主 な 対 応 内 容  

（中略） 

被災建築物応急危険度判定士 

（ 都 市 整 備 部 ） 

宮城県建築物等地震対策推進協議会を窓口とし、被災建築

物応急危険度判定士の派遣要請を行う。 

  （略） 

 

4. 専門ボランティアの受入れ 〔危機管理室、健康福祉部、都市整備部、文化観光部、水道部〕 

専門ボランティアの要請、受入れ、連絡・調整等については、関係各部等で対応する。 

区 分（担当部） 主 な 対 応 内 容  

（中略） 

被災建築物応急危険度判定士 

（ 都 市 整 備 部 ） 

都市整備部にて関係団体に対して民間判定士の協力要請を

行う。また、一部の特定の施設については、事前に定めた

方法により民間判定士が自動的に参集し、担当する施設の

判定等を行う。 

（略） 

 

 

 

 

仙台市から直接

要請を行うこと

を踏まえた修正 
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の捜索・遺

体の収容等

に関する計

画 

〔健康福祉部、消防部、区本部、宮城海上保安部、日本赤十字社宮城県支部、宮城県警察本部〕 

本節では、災害に伴い行方不明となった市民の捜索及び遺体の収容等に関する事項について定める。 

 

1. 実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

健 康 福 祉 部  

・遺体の収容、安置場所の確保、検案及び埋火葬の総括に関すること 

・葬祭業者との連絡調整に関すること 

・墓地、斎場の災害防止、被害調査及び応急復旧に関すること 

消 防 部 ・行方不明者の捜索に関すること 

区 本 部 ・遺体安置所の開設及び運営に関すること 

宮城海上保安部  
・行方不明者の捜索に関すること 

・遺体の検視・見分に関すること 

日本赤十字社  

宮 城 県 支 部  
・遺体の処理に関すること 

宮城県警察本部  
・行方不明者の捜索に関すること 

・遺体の検視、見分に関すること 

 

2. 行方不明者の捜索 〔消防部、宮城海上保安部、宮城県警察本部〕 

仙台市は、災害救助法が適用された場合、災害現場の状況に応じて防災関係機関等の協力を得て、生存の可能性のあるもの

を優先して行方不明者の捜索を行う。 

また、災害により現に行方不明の状態にあり、周囲の状況から既に死亡していると推測される者の捜索を行う。 

〔災対本部事務局、健康福祉部、消防部、区本部、宮城海上保安部、日本赤十字社宮城県支部、宮城県警察本部〕 

本節では、災害に伴い行方不明となった市民の捜索及び遺体の収容等に関する事項について定める。 

 

1. 実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

災対本部事務局 ・行方不明者の捜索の総括に関すること 

健 康 福 祉 部 

・遺体の収容、安置場所の確保、検案及び埋火葬の総括に関すること 

・葬祭業者との連絡調整に関すること 

・墓地、斎場の災害防止、被害調査及び応急復旧に関すること 

消 防 部 ・行方不明者の捜索に関すること 

区 本 部 ・遺体安置所の開設及び運営に関すること 

宮城海上保安部  
・行方不明者の捜索に関すること 

・遺体の検視・見分に関すること 

日本赤十字社  

宮 城 県 支 部  
・遺体の処理に関すること 

宮城県警察本部  
・行方不明者の捜索に関すること 

・遺体の検視、見分に関すること 

 

2. 行方不明者の捜索 〔災対本部事務局、消防部、宮城海上保安部、宮城県警察本部〕 

仙台市は、災害救助法が適用された場合、災害現場の状況に応じて防災関係機関等の協力を得て、生存の可能性のあるもの

を優先して行方不明者の捜索を行う。 

また、災害により現に行方不明の状態にあり、周囲の状況から既に死亡していると推測される者の捜索を行う。 

災対本部事務局

の追加 

 

 

災対本部事務局
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応急給水・

水道復旧計
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〔環境部、水道部、区本部〕 

本節では、風水害等の災害の発生に伴う断水等により、飲料水や生活用水を確保することができない市民に対し、必要と

なる飲料水の応急給水の実施方法及び水道施設の復旧計画や生活用水の確保について定める。 

 

1. 実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

環 境 部 ・災害応急用井戸の活用の推進に関すること 

水 道 部 
・応急給水の実施に関すること 

・水道施設の復旧に関すること 

区 本 部 ・浄水機の活用に関すること 
 

〔環境部、水道部、各部、区本部〕 

本節では、風水害等の災害の発生に伴う断水等により、飲料水や生活用水を確保することができない市民に対し、必要と

なる飲料水の応急給水の実施方法及び水道施設の復旧計画や生活用水の確保について定める。 

 

1. 実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 

環 境 部 ・災害応急用井戸の活用の推進に関すること 

水 道 部 
・応急給水の実施に関すること 

・水道施設の復旧に関すること 
 

各部の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

区本部の削除 
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3. 応急給水計画 〔水道部〕 

(1) ～ (2) 略 

（3） 応急給水用資機材 

平成 30年 4月 1日現在 

品 名 数 量 容 量 等 

給水タンク車  

3 台 2 ㎥ロ－リ－車（圧送可能型） 

2台 3㎥ロ－リ－車（圧送可能型） 

1台 4㎥ロ－リ－車（圧送可能型） 

アルミタンク  
6 基 2 ㎥タンク 

28 基 1 ㎥タンク 

組立式仮設水槽 64 基 1 ㎥ 

ポリ給水袋 20,000 枚 6 ℓ 

ポ リ 携 行 缶  400 個 20 ℓ 
 

3. 応急給水計画 〔水道部〕 

(1) ～ (2) 略 

（3） 応急給水用資機材 

平成 30年 4月 1日現在 

品 名 数 量 容 量 等 

給水タンク車  

3 台 2 ㎥ロ－リ－車（圧送可能型） 

2台 3㎥ロ－リ－車（圧送可能型） 

1台 4㎥ロ－リ－車（圧送可能型） 

アルミタンク  
6 基 2 ㎥タンク 

28 基 1 ㎥タンク 

組立式仮設水槽 64 基 1 ㎥ 

ポリ給水袋 24,000 枚 6 ℓ 

ポ リ 携 行 缶  400 個 20 ℓ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数量の変更 
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8. 応急給水補完対策 〔環境部、区本部〕 

主に生活用水の確保という観点から、水道部が実施する応急給水を補完するため、次のような対策を講じる。 

(1)  浄水機の活用 

    災害発生時において、区本部は、区役所及び総合支所に配置している浄水機を活用し、指定避難所等での給水活動を実

施する。 

(2)  学校プール貯留水等の活用 

指定避難所においては、学校プールの貯留水等を活用し、生活用水の確保を図る。 

(3)  井戸水の活用 

災害時においては、洗濯、清掃及びトイレ用水等の生活用水の確保が重要である。災害時における地域の生活用水の確

保という観点から、現に有効に使用されている事業用・個人所有の井戸を「災害応急用井戸」として登録し、活用する。 

<災害応急用井戸登録数> 

平成 31年 4月 1日現在 

 青 葉 区  宮城野区 若 林 区  太 白 区  泉 区 合 計 

登録井戸数 131 43 46 34 22 276 

（資料 9-19「災害応急用井戸登録事業所の一覧」参照）               

8. 応急給水補完対策 〔環境部、各部、区本部〕 

主に生活用水の確保という観点から、水道部が実施する応急給水を補完するため、次のような対策を講じる。 

 

(削除) 

 

(1)  学校プール貯留水等の活用 

指定避難所においては、学校プールの貯留水等を活用し、生活用水の確保を図る。 

(2)  井戸水の活用 

災害時においては、洗濯、清掃及びトイレ用水等の生活用水の確保が重要である。災害時における地域の生活用水の確

保という観点から、現に有効に使用されている事業用・個人所有の井戸を「災害応急用井戸」として登録し、活用する。 

<災害応急用井戸登録数> 

令和元年 10月 1日現在 

 青 葉 区  宮城野区 若 林 区  太 白 区  泉 区 合 計 

登録井戸数 131 44 47 35 22 279 

（資料 9-19「災害応急用井戸登録事業所の一覧」参照）               

各部の追加 

 

 

 

浄水器の活用の

削除 
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1. 災害時の要員確保 

「仙台市ガス局災害対策要綱」によるほか、震度 4以上を観測する地震が発生した場合は、配備指令の有無にかかわらず、

あらかじめ指定を受けた職員が自動出動し、被害状況に応じた配備をとる。 

なお、本市の単独復旧が困難と判断された場合は、「地震・洪水等非常事態における救援措置要綱」（日本ガス協会）に基づ

き、一般社団法人日本ガス協会を通じ、他のガス事業者へ応援要請を行うほか、仙台ガス工事協同組合を通じるなどして、仙

台市が公認するガス工事人へ応援を要請する。 

応急復旧用資材の確保 

緊急時に必要な資材を即時出庫できるよう、ガス管、継手等を幸町構内の資材倉庫に常時 2 か月分確保しているほか、不

足分については他事業者の協力により補充する。 

1. 災害時の要員確保 

「仙台市ガス局災害対策要綱」によるほか、震度 4以上を観測する地震が発生した場合は、配備指令の有無にかかわらず、

あらかじめ指定を受けた職員が自動出動し、被害状況に応じた配備をとる。 

なお、本市の単独復旧が困難と判断された場合は、「非常事態における応援要綱」（日本ガス協会）に基づき、一般社団法人

日本ガス協会を通じ、他のガス事業者へ応援要請を行うほか、仙台ガス工事協同組合を通じるなどして、仙台市が公認するガ

ス工事人各社へ応援を要請する。 

応急復旧用資材の確保 

緊急時に必要な資材を即時出庫できるよう、ガス管、継手等を幸町構内の資材倉庫に常時 2 か月分確保しているほか、不

足分については他事業者の協力により補充する。 

 

 

 

要綱の変更 
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緊急措置（供給停止基準） 

基準地震計の SI 値が 30 カイン以上となった地域については、製造設備及び供給設備の健全性の確認を行い、二次災害の

発生が予測される場合には、単位ブロックで速やかにガス供給を停止する。 

更に、基準地震計の SI 値が 60 カイン以上を記録した場合若しくは製造所及び供給所のホルダーの送出量又は整圧器等の

圧力の大幅な変動により、供給継続が困難な場合は、単位ブロックで即時にガス供給を停止する。 

～ 5. 略 

需要家支援対策 

避難所及び早期の供給再開が困難な需要家に対しては、他事業者及び仙台市ガス工事人と協力しながら、代替熱源として

カセットコンロの貸出しを行う。また、医療施設等に対し、必要に応じ移動式ガス発生設備等を設置する。 

緊急措置（供給停止基準） 

 基準地震計の SI値が緊急停止判断基準値以上を記録した場合若しくは製造所及び供給所のホルダーの送出量又は整圧器

等の圧力の大幅な変動により供給継続が困難な場合は、二次災害を防止するため、単位ブロックで即時にガス供給を停止す

る。 

 更に、基準地震計の SI値が緊急停止判断基準値に達しないブロックにおいても、一定の基準に該当する地域については

直ちに緊急巡回点検を行い、ガス漏えいなどによる二次災害の発生が予測される場合は、必要な範囲のガス供給を停止する。 

～ 5. 略 

需要家支援対策 

医療施設等に対し、必要に応じ移動式ガス発生設備等を設置する。 

 

基準の見直しに

よる修正 

 

 

 

 

 

カセットコンロ

貸出しの削除 
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1. 実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 
 （中略） 

健 康 福 祉 部 

(庶務班) 
・住宅の応急修理及び障害物の除去の決定並びにの決定並びに建設業者との

契約の総括の総括に関すること 
・応急仮設住宅の必要戸数の決定に関すること 
・応急仮設住宅の入居者の決定に関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅）の入退去等の管理の総括に関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅）関係団体への協力要請に関すること 

都 市 整 備 部  

(庶務班) ～ (公共建築班) 略 
(住宅政策班) 
・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の整備の総括に関すること 
・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の建設場所及び当該場所における建設 

戸数の決定に関すること 
・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の建設用地の提供受入れに関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ公営住宅等）の提供要請・受入れに関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入居者の決定の支援に関 
すること 

・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入退去等の管理の総括に 
関すること 

・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の施設の維持管理に関する 
こと 

・市営住宅の保全及び入居者の保護に関すること 
・災害時における市営住宅及び共同施設の管理業務を受託する指定管理者 
との連絡調整に関すること 

・被災者の市営住宅への入居に関すること 
・災害公営住宅の計画及び整備に関すること 
・災害公営住宅の入退去及び維持管理に関すること 

 

1. 実施機関及び担当業務 

実 施 機 関 担 当 業 務 
 （中略） 

健 康 福 祉 部 

(庶務班) 
・住宅の応急修理及び障害物の除去に係る建設業者との契約及び工事費用の

支払に関すること 
・応急仮設住宅供与の必要性の判断に関すること 
・応急仮設住宅の必要戸数の決定に関すること 
・応急仮設住宅の入居者の決定に関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅）の入退去等の管理の総括に関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅）関係団体への協力要請に関すること 

都 市 整 備 部  

(庶務班) ～ (公共建築班) 略 
(住宅政策班) 
・応急仮設住宅供与の必要性の判断の支援に関すること 
・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の整備の総括に関すること 
・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の建設場所及び当該場所における建設 

戸数の決定に関すること 
・応急仮設住宅（プレハブ仮設住宅）の建設用地の提供受入れに関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ公営住宅等）として供与可能な住宅の情報収集・

受入れに関すること 
・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入居者の決定の支援に関 
すること 

・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の入退去等の管理の総括に 
関すること 

・応急仮設住宅（借り上げ民間賃貸住宅を除く）の施設の維持管理に関する 
こと 

・市営住宅の保全及び入居者の保護に関すること 
・災害時における市営住宅及び共同施設の管理業務を受託する指定管理者 
との連絡調整に関すること 

・被災者の市営住宅への入居に関すること 
・災害公営住宅の計画及び整備に関すること 
・災害公営住宅の入退去及び維持管理に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当業務の具体

化及び追加 

 

 

 

担当業務の追加 
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住宅応急対
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2. 応急仮設住宅対策の基本方針 〔財政部、健康福祉部、都市整備部〕 

応急仮設住宅対策について、都市整備部は、各種被害状況の収集に努め、健康福祉部等との調整を行い、対応に関する基本

方針を策定する。応急仮設住宅の整備に関する取扱い等については、実施計画で別途定めるものとする。 

(1)  ～ (3) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 応急仮設住宅対策の基本方針 〔財政部、健康福祉部、都市整備部〕 

都市整備部は、各種被害状況の情報収集に努める。被害状況を把握し、健康福祉部及び都市整備部で協議のうえ、応急仮設

住宅供与の必要性を判断し、必要と判断した場合には、供与に関する基本方針を策定する。なお、借上げ公営住宅及びプレハ

ブ仮設住宅の整備に関する取扱い等については、実施計画で別途定めるものとする。 

(1)  ～ (3) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要性の判断の

追加 

表現の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要性の判断の

追加 
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4. 借上げ公営住宅等 〔総務部、健康福祉部、都市整備部〕 

国から、公営住宅や UR賃貸住宅等を応急仮設住宅として活用できる旨の通知が出された場合は、提供可能な市営住宅の空

き住戸を確保するとともに、他の公営住宅等の管理者に対して、空き住戸提供の要請又は空き住戸活用の申出の受入れを検

討する。 

借用契約の締結前に必要に応じて、現地調査を行い、修繕工事の要否や周辺の生活環境等を確認する。修繕工事に時間を要

する見込みの場合は、借上げ民間賃貸住宅の申込状況などを考慮して借用の可否を判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 借上げ公営住宅等 〔総務部、健康福祉部、都市整備部〕 

国から、公営住宅や UR賃貸住宅等を応急仮設住宅として活用できる旨の通知が出された場合は、供与可能な市営住宅の空

き住戸を確保するとともに、他の公営住宅等の管理者に対して、供与可能な住宅の情報収集を行い、受入れを検討する。 

借用契約の締結前に必要に応じて、現地調査を行い、修繕工事の要否や周辺の生活環境等を確認する。修繕工事に時間を要

する見込みの場合は、借上げ民間賃貸住宅の申込状況などを考慮して借用の可否を判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<応急仮設住宅の必要戸数決定までのフロー> 

建物被害状況の把握 

（都市整備部） 

災害発生 

応急仮設住宅対策の基本方針の検討 

(都市整備部、健康福祉部) 

応急仮設住宅ニーズの検討 

（都市整備部、健康福祉部） 

 

必要戸数の決定 

（都市整備部、健康福祉部） 

 

 

・建物の被害状況の情報収

集 

・応急仮設住宅対策の基本

的方針の決定 

 地域ごとの避難者数を基

に検討 

 応急仮設住宅等の対応数

の推計 

・被害状況調査結果等を基に

必要戸数の決定 

・宮城県へ報告 

借上げ民間賃貸住宅の申込み受付 

借上げ公営住宅等の確保 

プレハブ仮設住宅の建設 

 

応急仮設住宅対策の基本方針の策定 

(都市整備部、健康福祉部) 

応急仮設住宅ニーズの検討 

（都市整備部、健康福祉部） 

 

必要戸数の決定 

（都市整備部、健康福祉部） 

 

 

・応急仮設住宅対策の基本

的方針の決定 

 地域ごとの避難者数を基

に検討 

 応急仮設住宅等の対応数

の推計 

・被害状況調査結果等を基に

必要戸数の決定 

・宮城県へ報告 

借上げ民間賃貸住宅の申込み受付 

借上げ公営住宅等の確保 

プレハブ仮設住宅の建設 

 

<応急仮設住宅の必要戸数決定までのフロー> 

建物被害状況の把握 

（都市整備部） 

災害発生 

・建物の被害状況の情報収

集 

応急仮設住宅供与の必要性の判断 

(都市整備部、健康福祉部) 

 

・建物の被害状況をもとに

応急仮設住宅の供与の必要

性を判断 
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表現の修正 

 

地震・津波

災害対策編 

P192 

第 2章 

第 33節 

住宅応急対

策計画 

 

5. プレハブ仮設住宅の建設 〔財政部、健康福祉部、都市整備部〕 

借上げ民間賃貸住宅及び借上げ公営住宅等で応急仮設住宅の供給戸数が不足する場合に、プレハブ等の簡易な構造の仮設

住宅を建設し一時的な居住の安定を図る。 

(1)  ～ (2) 略 

(3)  入居対象者 

災害のため、住家が全壊、全焼又は流失し、居住する住家がない者であって、自己の資力では住宅を得ることができな

い者が原則対象となる。 

 

プレハブ仮設住宅の建設 〔財政部、健康福祉部、都市整備部〕 

借上げ民間賃貸住宅及び借上げ公営住宅等で応急仮設住宅の供給戸数が不足する場合に、プレハブ等の簡易な構造の仮設

住宅を建設し一時的な居住の安定を図る。 

(1)  ～ (2) 略 

(3)  入居対象者 

災害のため、住家が全壊、全焼又は流失し、居住する住家がない者であって、自己の資力では住宅を得ることができな

い者が原則対象となる。 

ただし、半壊であっても住み続けることが困難な程度の傷みや避難指示の長期化が見込まれるなどの全壊相当の場合

は個別協議とする。 

 

 

 

 

 

 

半壊や避難の長

期化が見込まれ

る場合の追加 
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7. 被災住宅の応急修理及び土石等障害物の除去 〔財政部、健康福祉部〕 

(1)  略 

(2) 被災住宅の応急修理 

災害のため、被害を受けた住家に対し、居住のため必要な最小限度の部分を応急的に修理し居住環境の確保を図るた

め、被災住宅の応急修理を行う。 

7. 被災住宅の応急修理及び土石等障害物の除去 〔財政部、健康福祉部〕 

(1)  略 

(2) 被災住宅の応急修理 

災害のため、被害を受けた住家に対し、居住のため必要な最小限度の部分を応急的に修理し居住環境の確保を図るた

め、被災住宅の応急修理を行う。 

 

 

 

 

 

 

・戸単位でも可 

・修繕工事の要否と周辺の 

生活環境を確認 

・必要に応じて実施 

・借用期間原則２年 

・入居者の選定 

・入居者の募集及び審査 

・入居決定通知 

・入退去の管理の総括 

・宮城県へ報告 

 

（都市整備部） 

現地調査 

(都市整備部) 

借用契約の締結 

（都市整備部） 

 

修繕工事の発注 

（都市整備部） 

申込み受付、要件審査 

（総務部） 

入居者最終決定 

（健康福祉部） 

 

修繕工事の完了 

入 居 

入居者等管理事務 

（総務部、健康福祉部、都市整備部） 

応急仮設住宅適用の通知 

※都市整備部の支援 

 

・戸単位でも可 

・修繕工事の要否と周辺の 

生活環境を確認 

・借用期間原則２年 

・必要に応じて実施 

供与可能な住宅の情報収集・

受入れの検討 

（都市整備部） 

現地調査 

(都市整備部) 

借用契約の締結 

（都市整備部） 

 

修繕工事の発注 

（都市整備部） 

申込み受付、要件審査 

（総務部） 
・入居者の選定 

・入居者の募集及び審査 

入居者最終決定 

（健康福祉部） 

 

・入居決定通知 

・入退去の管理の総括 

・宮城県へ報告 

応急仮設住宅適用の通知 

入 居 

入居者等管理事務 

（総務部、健康福祉部、都市整備部） 

修繕工事の完了 

※都市整備部の支援 
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 ア 対象者 

災害によって、住家が半壊（半焼）半壊（半焼）以上の被害を受け、そのままでは当面の日常生活を営むことができな

い世帯で、かつ、自己の資力では住宅の応急修理ができない世帯 

イ 期 間 

災害発生の日から１か月以内 

(3) ～  (5)  略 

 

ア 対象者 

災害によって、住家が一部損壊（準半壊）以上の被害を受け、そのままでは当面の日常生活を営むことができない世帯

で、かつ、自己の資力では住宅の応急修理ができない世帯 

なお、全壊の場合は、応急修理を行うことにより居住が可能である場合のみ対象となる。 

イ 期 間 

災害発生の日から１か月以内 

(3) ～  (5)  略 

 

 

基準の修正 
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農林水産業

対策計画 

農業対策 

農地、農業用施設に係る被害の拡大や二次災害等を防止するため、関係機関・団体等と連携の下、農作物等及び農業用施設

関係の被害把握、被害情報収集に努め、農道、農業用用排水路施設、ため池等の安全性の点検、応急復旧を実施する。 

特にため池については、宮城県策定「地震後の農業用ため池緊急点検マニュアル」に基づき緊急点検を行う。点検結果、安

全上必要があると認められた場合や被害が確認された場合には、応急措置を行うなど二次災害の防止を図る。 

～ (2) 略 

農業用施設 

地震時において、農道、農業用用排水路施設の被害状況の把握を適宜行うほか、防災重点ため池及び以下の点検対象た

め池施設について、被害状況を点検し関係機関に報告する。（愛子ため池（月山池）は震度 4以上、その他は震度 5弱以

上で宮城県河川課に被害状況を報告。） 

＜防災重点ため池＞ 

名称 管理主体 

愛子ため池（月山池） 経済局農林土木課 

斉勝沼ため池（サイカチ沼） 

銅谷ため池（銅谷堤） 

新釜の沢ため池 

住吉台第 5号ため池 

 

＜点検対象ため池＞ 

名称 管理主体 

白木堤ため池 経済局農林土木課 

将監ため池 

寿連原ため池 

※愛子ため池（月山池）は、震度 4以上、その他は震度 5以上で宮城県河川課に被害状況を報告。 

～ (5) 略 

 

 

 

 

 

 

農業対策 

農地、農業用施設に係る被害の拡大や二次災害等を防止するため、関係機関・団体等と連携の下、農作物等及び農業用施設

関係の被害把握、被害情報収集に努め、農道、農業用用排水路施設、ため池等の安全性の点検、応急復旧を実施する。 

特にため池については、宮城県策定「地震後の農業用ため池緊急点検マニュアル」に基づき緊急点検を行う。点検結果、安

全上必要があると認められた場合や被害が確認された場合には、応急措置を行うなど二次災害の防止を図る。 

～ (2) 略 

農業用施設 

地震時において、農道、農業用用排水路施設の被害状況の把握を適宜行うほか、防災重点ため池及び点検対象ため池施

設について、被害状況を点検し関係機関に報告する。（愛子ため池（月山池）は震度 4以上、その他は震度 5弱以上で宮

城県河川課に被害状況を報告。） 

（資料○-○「防災重点ため池・点検対象ため池一覧」参照） 

～ (5) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災重点ため池

の追加に伴う修

正 
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民生安定の

ための緊急

措置に関す

る計画 

 

3. 生活復興支援資金の貸付 〔仙台市社会福祉協議会〕 

東日本大震災により被災し、罹災証明、罹災届出証明書の発行を受けている低所得者者世帯に当面の生活に必要となる経

費の貸付を行う。 

 

種 類 内 容 

一時生活支援費 

（当面の生活費） 

月 20万以内（単身世帯 15万以内）×6か月以内 

※震災による減収があり、低所得世帯になった世帯 

※罹災証明書が必要 

生 活 再 建 費 

（居住の移転費、 

家具などの購入費） 

80万以内 

※罹災証明書、罹災届出証明書が必要 

※貸付内容により、被災証明書も必要 

住 宅 補 修 費 

250万以内 

※市の災害援護資金貸付が優先される 

※罹災証明書が必要 

(1) ～  (4)  略 

4. 社会福祉資金の貸付 〔仙台市社会福祉協議会〕 

災害により被害を受けた低所得者に対し、その経済的自立の助成を図るため、社会福祉法人仙台市社会福祉協議会社会福

祉資金貸付規程に基づき、社会福祉資金の貸付を行う。申込みは、社会福祉協議会各区事務所に行う。 

(以下略) 

3. 生活復興支援資金の貸付 〔仙台市社会福祉協議会〕 

東日本大震災により被災し、罹災証明、罹災届出証明書の発行を受けている低所得世帯（被災したことにより、低所得世帯

となった場合も含む。）に当面の生活に必要となる経費の貸付を行う。 

 

種 類 内 容 

一時生活支援費 

（当面の生活費） 

月 20万以内（単身世帯 15万以内）×6か月以内 

※震災による減収があり、低所得世帯になった世帯 

※罹災証明書等が必要 

生 活 再 建 費 

（住居の移転費、 

家具などの購入費） 

80万以内 

※罹災証明書、罹災届出証明書等が必要 

住 宅 補 修 費 
250万以内 

※罹災証明書等が必要 

(1) ～  (4)  略 

4. 社会福祉資金の貸付 〔仙台市社会福祉協議会〕 

低所得世帯へ災害等、不時の出費に対し、その経済的自立の助成を図るため、社会福祉法人仙台市社会福祉協議会社会福祉

資金貸付規程に基づき、社会福祉資金の貸付を行う。申込みは、社会福祉協議会各区・支部事務所に行う。 

(以下略) 

 

 

基準の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の修正 

地震・津波

災害対策編 
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第 2章 

第 36節 

公共施設等

の災害復旧

及び財政援

助の確保 

 

2. 災害復旧事業及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（以下「激甚法」という。）に基づき援助され

る主な事業等 

災害が発生した場合、速やかに災害復旧に必要な資金需要額を把握し、その財源確保に努めるものとする。 

法律又は予算の範囲内において国が全部又は一部を負担し、又は補助して行われる災害復旧事業並びに激甚法（昭和 37年

法律第 150号）に基づき援助される事業はおおむね次のとおりである。また、これらに加え、特別法等による財政援助が行わ

れる場合があるので情報の把握に努める。 

 

 

(中略) 

 

 

(中略) 

 

 

 

 

(中略) 

事 業 等 
適 用 さ れ る 法 律 等  

通 常 災 害 激 甚 災 害 

児 童 福 祉 施 設 災 害 復 旧 事 業 児 童 福 祉 法  同上 

養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの

災害復旧事業 
老 人 福 祉 法 同上 

感染症指定医療機関の災害復旧事業及び 

感染症予防事業 

感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律 
激甚法第 3条 

堆 積 土 砂 排 除 事 業 

公共的施設区域内 

公共的施設区域外 

 同上 

2. 災害復旧事業及び激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（以下「激甚法」という。）に基づき援助され

る主な事業等 

災害が発生した場合、速やかに災害復旧に必要な資金需要額を把握し、その財源確保に努めるものとする。 

法律又は予算の範囲内において国が全部又は一部を負担し、又は補助して行われる災害復旧事業並びに激甚法（昭和 37年

法律第 150号）に基づき援助される事業はおおむね次のとおりである。また、これらに加え、特別法等による財政援助が行わ

れる場合があるので情報の把握に努める。 

 

 

(中略) 

 

 

(中略) 

 

 

 

(中略) 

事 業 等 
適 用 さ れ る 法 律 等  

通 常 災 害 激 甚 災 害 

児 童 福 祉 施 設 災 害 復 旧 事 業 児 童 福 祉 法  同上 

幼保連携型認定こども園の災害復旧事業 
就学前の子どもに対する教育、保育等 

の総合的な提供の推進に関する法律 
同上 

養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの

災害復旧事業 
老 人 福 祉 法 同上 

感染症指定医療機関の災害復旧事業及び 

感染症予防事業 

感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律 
激甚法第 3条 

特 定 私 立 幼 稚 園 の 災 害 復 旧 事 業 子ども・子育て支援法 同上 

堆 積 土 砂 排 除 事 業 

公共的施設区域内 

公共的施設区域外 

 同上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼保連携型認定

こども園の災害

復旧事業の追加 

 

 

 

特定私立幼稚園

の災害復旧事業

の追加 
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(中略) 

 

 

 

 

小規模企業者等設備導入資金助成法による 

貸付金の償還期間等の特例 

小規模企業者等設備導入資金 

助成法 
激甚法第 13条 

母子及び寡婦福祉法による国の貸付けの特例 母子及び寡婦福祉法 激甚法第 20条 

(削除) 

 

(中略) 

 

 

 

 

母子及び父子並びに寡婦福祉法による国の貸付けの特例 母子及び父子並びに寡婦福祉法  激甚法第 20条 

小規模企業者等

設備導入資金助

成法による貸付

金の償還期間等

の特例の削除 

 

母子及び父子並

びに寡婦福祉法

に伴う修正 

 


